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■平成 21年度 湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会の検討経緯

平成 19年度、平成 20年度に引続き、平成 21年度も「水害・土砂災害に強い地域づくり」を目

指して、学識経験者、関係市町の間で活発に議論が行われた。協議会では関係市、滋賀県の担当

部局からなる実行委員会議を設置し、実際の担当者レベルにおいて水害・土砂災害への対応に関

する現状と課題を抽出し、実施可能な施策の検討を行った。

具体的な検討事項としては以下の通りである。

図 平成 21 年度 湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会の構成

【協議会の目的】

湖北環境・総合事務所管内の 2 市が国・県とともに、専門的な学識経験等に基

づく助言をいただきながら、姉川、高時川等の洪水や土石流危険渓流等からの土

砂災害による被害を回避・軽減するためのソフト対策を協議し、自助・共助・公

助のバランスのとれた地域防災力の再構築を図ることを目的とする。

検討事項①：きめ細かい河川防災情報の提供に関する検討 【河川防災情報WG】

検討事項②：広域避難計画(案)の策定に関する検討 【広域避難WG】

検討事項③：自主防災組織の活動強化支援対策の検討 【自主防災WG】

検討事項④：水害に強い地域づくり計画の検討 【水害に強い地域づくり計画WG】

資料 ２
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①きめ細かい河川防災情報の提供に関する検討

検討内容(平成 21 年度) 検討成果(平成 21 年度)

■検討目的

一級河川姉川・高時川は水防法に基づく洪水予報河川に指定されており、洪水予

報を行う基準地点として 5箇所の水位観測所が設定されている。ここで、洪水予報

は一連区間のネック箇所(流下能力最小箇所等)を対象に川全体として発表されてい

るが、ネック箇所以外においては大きく安全側の設定となり、現場の実情と大きく

乖離する問題がこれまでの市町への調査で顕在化してきている。一方で、洪水時に

各市町や沿川自治会が巡回する箇所についても、流下能力不足箇所だけではなく、

地元が昔から経験的に把握している箇所であることも分かってきた。

以上の現状と課題を踏まえ、市における避難勧告等の発令判断および地元住民の

日頃からの水害への備えに役立てることを目的とした「きめ細かい河川防災情報の

提供」を整備する。

・これまでの協議会において抽出した経験的危険箇所および流下能力不足箇所のうち、選定した 10箇所についてきめ細かい河川防災情報の整備メニューを明らかにした。

・対象箇所において河川横断測量を実施し、水位関係表の精度向上を行った。

・分かり易い表示指標として、簡易量水標および周知用看板の仕様を検討し、新規に簡易量水板を 4箇所設置した。

・市が避難勧告等を発令するにあたっての判断支援を目的として、地点別避難対象エリア、避難判断タイミングについて検討を行い、避難勧告等の発令判断支援資料(案)とし

てとりまとめた。

■検討フロー

■今後の展開

・平成 22 年度以降は、本ワーキング(河川防災情報ＷＧ)にて、今回の取組内容を他地点や他河川に拡げていくものとし、避難勧告等の発令判断支援資料(案)を今後も更新

していくものとする。

周知用看板の仕様案

避難勧告等の発令判断支援資料(案)

水位関係表

経験的危険箇所A

経験的危険箇所B

避難勧告発令対象
エリア(第1段階)

水位観測所受持区間
におけるネック箇所
(流下能力不足箇所)

○○水位観測所

避難勧告発令対象
エリア(第2段階)

きめ細かい河川防災情報の整備
現状の課題を踏まえて、市における避難勧告等の発令判断お
よび地元住民の日頃からの水害への備えに役立てることを目
的とした「きめ細かい河川防災情報」を整備する。
①水位関係表の作成
②簡易量水標の設置
③地区別避難勧告対象エリア、地区別避難判断水位の設定
④周知用看板の設置

整備効果
姉川高時川の水位観測所における水位データと水位関係表
および地区別避難判断水位より避難勧告等の発令タイミング
の支援を行い、併せて当該地区に設定された避難勧告対象エ
リアより発令エリアの支援を行うことが期待できる。

①水位関係表の作成

③地区別避難勧告対象エリア、地区別避難判断水位の設定

④周知用看板の設置

きめ細かい河川防災情報の整備メニュー

②簡易量水標の設置

検討対象地点における整備メニューの検討【第 1回ＷＧ】

①水位関係表作成地点 ②簡易量水標設置地点

③地点別避難対象エリア、避難判断水位設定地点 ④周知用看板設置地点

各整備メニューの具体的検討【第 2回ＷＧ】

水位関係表の精度向上

・河川横断測量の実施

・水位関係表の作成(更新)

分かり易い表示指標

・簡易量水標の設置

・周知用看板の設置

避難勧告の発令判断支援

・地点別避難対象エリア

・地点別避難判断水位

避難勧告等の発令判断支援資料(案)の改訂【第 3回ＷＧ】

・平成 20年度に作成した避難勧告等の発令判断支援資料(案)に上記成果を反映する
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②広域避難計画(案)の策定に関する検討

検討内容(平成 21 年度) 検討成果(平成 21 年度)

■検討目的

協議会検討項目の一つの柱として「広域避難計画(案)の策定に関する検討」が挙

げられているが、平成 21 年度は外水はん濫による浸水時系列情報に加え、内水は

ん濫や中小河川のはん濫による浸水時系列情報も併せて提示し、堤防決壊までの堤

内地の内水はん濫状況を考慮した対応について、住民および関係機関にて図上訓練

(机上シミュレーション)を実施した。さらに、住民(特に、災害時要援護者)を安全

に避難させるにあたっての課題を抽出し、各々の課題に対する解決案について協議

し、とりまとめた。

・洪水ハザードマップに記載されている姉川・高時川浸水想定区域図によると、旧虎姫町は浸水範囲が全域に及び、町内での避難は困難であることに始まり、平成 20年度の

広域避難ＷＧでは、町外での避難所として県立長浜ドームが指定され、ハザードマップにもその旨記載がなされた。また、2市 6町および滋賀県にて「広域避難の連携に関

する基本協定書」が締結された。さらに平成 21年度の広域避難ＷＧでは、市町合併によりこれまで町外となっていた避難所も同じ市内の避難所として使用可能となり、長

浜ドーム以外への避難も可能となった。また、地区毎に避難行動の方法も異なることから、地区別避難計画の必要性について明らかにした。

・広域避難ＷＧでは、住民および行政が災害図上訓練を通して様々な課題を抽出し、それらに対する解決案を検討し、併せて実施主体も明らかにした。

■検討フロー

■今後の展開

・平成 20年度および平成 21年度のＷＧを通して、上記に示す様々な課題が抽出された。特に解決案の一つに挙げられている「地区別避難計画」については、平成 22年度

よりモデル地区における策定支援を行うものとする。その他抽出課題に対する解決案については、実施主体者が順次検討、実施を行うものとする。

姉川・高時川の溢水に先立って中小河川や内水によるはん濫現象が起こります

内水はん濫

中小河川はん濫

抽出課題と解決案の体系的整理図 災害図上訓練の様子

災害図上訓練の実施【第 1回ＷＧ】

・外水はん濫および内水はん濫や中小河川のはん濫による浸

水時系列情報を提示し、堤防決壊までの堤内地の内水はん

濫状況を考慮した対応について、住民および関係機関にて

図上訓練(机上シミュレーション)を実施する
・災害図上訓練を通じて、安全に避難するにあたっての課題

を抽出する

抽出課題に対する解決案の検討【第 2回ＷＧ】

・抽出課題に対する解決案について協議し、とりまとめる

解決案【実施主体】広域避難WGでの抽出課題

住民と行政が互いに補完し合える仕組みの検討

水位情報(田川)の自治会長への連絡体制確立

Ⅰ 要援護者に対する避難支援体制の未整備
・避難のための移動手段・マンパワーの確保が最大の課題
・在宅の難病患者への対応
・避難所における要援護者の生活環境整備
・「ふくし避難所指定」の協定書
・要援護者の情報収集や共有化の仕組み作り
・防災部局と福祉部局の横断的な連携
・デイサービスの利用者の対応
・訪問すべき在宅の利用者の対応
・避難してきた人の受け入れの対応
・地域の要援護者への対応
・災害発生後における復旧、復興の役割分担
・要援護者への情報伝達体制があいまい

Ⅳ 避難時における安全性の確保
・町内や町外への避難経路の指定
・安全な避難経路の住民周知
・JR北陸線下のアンダーパス付近が浸水し、危険である
・町指定避難所が浸水想定エリアとなっている
・長浜ドームへ移動する前に近くて安全な避難場所が必要
・長浜ドームまで徒歩での移動は困難
・県と民間バス会社との間に発災前の応援協定が無い
・各市町の所有する福祉バスを相互に利用したい

Ⅴ 法的な情報発信の無い河川への対応
・行政側として、内水はん濫に対する情報周知のトリガーが
存在しない
・例えば住民側で内水実績情報を行政に伝えたい場合、ど
のような手順で何処へ通報すれば良いか分からない

Ⅲ 情報の受け手側(住民)の対応
・いざ避難勧告等行政より情報が発信されても、住民として
どのような行動をとったら良いか分からない
・例えば住民側から情報を入手したい場合、どのような手順
で何処へ問い合わせたら良いか分からない

福祉事業者間の連携活用

今後の展開

防災部局－福祉・保健衛生部局の連携強化

避難用道路の指定・整備

ふくし避難所の指定

要援護者の把握

地区別避難計画の策定

本協議会に福祉部局の参画を促し、有機的な情報交換
や情報共有を図りやすい環境を構築する

福祉事業者間の連携の活用により、有事における物的
資源（リフト付き車輌等）および人的資源（専門技術者）
の確保が可能な体制を構築する

長浜市では「ふくし避難所」の指定について県内でも先
進的に取り組んでいるので、今後は合併後の市全体に
指定を拡げていく

避難支援プランの個別計画において、手あげ方式にて
調査実施中である。また、自治会としても独自に要援護
者の把握をする努力をしていく。

はん濫流の影響で人的被害 の生じる恐れのある区域
を字別に段階的に設定し、避難勧告等を発令する避難
対象エリアの優先順位を検討し、避難勧告等の発令判
断支援資料としてとりまとめた。
→「河川防災情報ＷＧ」にて検討済

真の地域防災力向上に資する取り組みの一つとして、
地区単位(集落単位)での洪水を対象とした地区別避難
計画をモデル地区にて策定する。
→「地区別避難計画ＷＧ(仮称)」にて検討予定

道路管理者との協議の上で、各集落から指定避難所ま
での避難用道路を指定すると同時に、「避難用道路」の
整備メニューを検討する

「滋賀県と中日本高速道路株式会社との包括的連携協
定」を2/8に締結した。今後は細目協定締結に向けた具
体的内容について検討し、継続的に対応する

今後は「市→消防団長→自治会長→地区住民」といっ
た情報伝達体制を確立する

「浸水モニター」を住民から募集し、通報された情報を防
災行政無線等で住民にフィードバックする仕組みを検討
する（浸水モニター制度）

【行政】

Ⅱ 避難情報の発令タイミング・エリア
・発令するタイミングは決まっているが、地区毎の危険度に
偏りがある

段階別避難対象エリアの検討

水害時相互利用協定の細目協定締結

【住民】

【行政】

【行政・住民】

【行政】

【住民・行政(支援)】

【行政】

【行政】

【住民・行政】

【住民】

（黒：今年度意見、青：昨年度意見、赤：共通意見）

浸水想定区域内の要援護者施設への情報伝達
体制の整備

虎姫町社協が主催で定期的に開催している「災害
支援活動ネットワーク勉強会」の活用

要援護者施設を市の地域防災計画で抽出後、虎姫支
所内の要援護者施設への情報伝達方法の整備する。

平成20年度はこれまでに計3回の勉強会を実施したが、
今後もこのような連携を密にしていく。
→平成21年度は勉強会のメンバーと一緒に、内水はん
濫危険箇所や、姉川高時川の危険箇所等の現地調査
をし、視覚的に分かり易い地図を作成した。また、学校
の生徒を避難させるため、学校の先生を対象にした図
上訓練を行った。

【行政】

【住民・行政(支援)】

地区別避難先の検討

避難所の相互利用については、市町合併に伴い、旧行
政界を跨いだ避難所の利用が可能となった。避難の必
要性については地区毎に温度差があることから、一次
避難所、二次避難所および長期避難所の必要性につい
て、地区毎に検討する必要がある。
→「地区別避難計画ＷＧ(仮称)」にて検討予定

【住民・行政(支援)】

最適な避難計画に関する検討
京都大学防災研究所において実施している避難シミュ
レーションに、今後は避難行動に関するヒアリング結果
を反映させ、より現実的なシミュレーションを実施する。

【京大防災研究所】

今年度挙がった解決案

昨年度から挙がっている解決案

今後検討・着手する項目

既に検討・着手済み項目
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③自主防災組織の活動強化支援対策の検討

検討内容(平成 21 年度) 検討成果(平成 21 年度)

■検討目的

本検討を協議会で取り組むことのねらいは、自助・共助の観点から地域防

災の最小単位である自主防災組織を強化することで、圏域全体の防災力を高

めていくことである。平成 21 年度の自主防災ＷＧでは、自主防災組織の活

性化に向けた「仕組み作り」を目的とし、湖北圏域における自治会の取組事

例収集と土砂災害ハザードマップの活用支援方策について検討を行った。

・地域防災の最小単位である自主防災組織の強化を目的として、湖北圏域内の水害および土砂災害における取組について、各市における自治会の取組事例を収集し「自治会の取組

事例集」としてとりまとめた。結果的に、水害あるいは土砂災害への備え意識の高い地域もあれば、いずれに対しても備え意識のあまり見られない地域もあり、地域の置かれて

いる状況毎に「自助・共助」の意識が異なっていることが判った。

・特に、土砂災害については長浜市上草野地区を対象に現地踏査し、「公助」の視点から土砂災害に対する地域固有の課題について抽出した。(行政レベル)

■検討フロー

■今後の展開

・平成 21年度年度は土砂災害ＨＭを元に行政レベルでの課題抽出を行ったが(公助)、平成 22年度以降は、モデル地区において「自助・共助」の視点も取り入れた真に活用しやす

い地区別版のハザードマップを作成するものとする。

長浜市上草野地区(背景：航空写真)

指定避難場所

災害時要援護者施設

消防団屯所・車庫

警察

ヘリポート

水防倉庫

水位観測所

雨量計

水域

土砂災害警戒区域（土石流）
土砂災害警戒区域（急傾斜地）

土砂災害特別警戒区域（土石流）
土砂災害特別警戒区域（急傾斜地）

土石流危険箇所

急傾斜地危険箇所

草野川・田川の浸水区域

凡 例

現地踏査の様子

取組事例収集
(米原市・旧余呉町・旧西浅井町)

・米原市、旧余呉町、旧西浅井町に
ついて、取組事例を収集、整理した

取組事例収集
(湖北圏域その他市町)

・湖北圏域のその他市町について、
先行事例を収集、整理する

取組事例のとりまとめ

・湖北圏域の各市町における先行事
例を事例集としてとりまとめる

滋賀県ポータルサイトへの掲載

・滋賀県ポータルサイトへ掲載し、
ＷＥＢ閲覧可能なようにする

取組事例の整理、湖北圏域の他市
町へ事例収集依頼する

平成21年度実施範囲

今後の取り組み

平成20年度実施済

自治会の取組事例収集

土砂災害ハザードマップの活用支援方策の検討

収集した自治会の取組事例

具体的活動内容の抽出

・自主防災組織が取組むべき土砂災害ハザードマップを活用した具体
的な活動内容を抽出する。(事前アンケート調査をベースとする。)
・具体的な活動内容について、実施時の効果や課題(例えば、資金が足
りない、進め方がわからない)について整理する。

行政としての具体的支援策の検討

・抽出した具体的な活動内容および実施時の課題に対して、行政とし
ての支援策および自主防災組織の実行を促す働きかけを検討する。

土砂災害ハザードマップ活用の手引き（案）の作成

・土砂災害ハザードマップの有効な活用方法を段階的に整理した手引
きを協議会として作成する。手引きは、活用項目を実施するごとに地
域防災力がアップするステップアップ方式とし、目標を設定すること
で自主防災組織のやる気アップを図る。
・作成する手引きは、例えば地区別避難計画作成に至るまでの具体
的手順を示したものとする。

平成21年度実施範囲

平成22年度以降実施目標範囲

モデル地区における土砂災害ハザードマップ活用の手引き（案）の実施

･モデル地区において、土砂災害ハザードマップ活用の手引き(案)にそ
った活動内容を実施し、活動内容および手引き(案)に対する効果の検
証および課題の抽出を行い手引き(案)の改善を図る。

ステップ１

ステップ2

ステップ3

地域防災力

アップ

例えば．．．

【ｽﾃｯﾌﾟ１】

避難時の課題を抽出する

【ｽﾃｯﾌﾟ２】

災害図上訓練を行う

【ｽﾃｯﾌﾟ３】

自主防災組織としての対応

策を考えるワークショップ

を開催する
・
・
・



■平成 21 年度の検討内容と検討成果(概要版)

5

④水害に強い地域づくり計画の検討

検討内容(平成 21 年度) 検討成果(平成 21 年度)

■検討目的

水害の発生確率を小さくするため、河道掘削や築堤などの「川の中の整備」を進

めているが、以下の理由等から水害の発生確率をゼロにすることはできない。

①河川整備は長い年月がかかる

②河川整備には限界がある

そこで、水害から人命を守り、被害を出来るだけ少なくしていくために、これま

での川の中の整備に加え、私たちが暮らす川の外（流域）で取り組む具体的な減災

対策を検討し、これを「水害に強い地域づくり計画」としてとりまとめる。

・姉川、高時川に囲まれるエリアのうち、人命被害が発生する危険性が高い（浸水深が 3ｍ以上、流体力が 2.5m3/s2以上）区域を含む旧虎姫町の地域を計画策定対象地域に選

定し、住民参加のWGにより検討を進めた。

・過去の水害体験や水害に対する知恵を聞き取り調査等により把握するとともに、広域避難WGでの議論内容も反映させた水害への対応策をとりまとめた。

・今後想定される 20年間の姉川河道改修後も浸水する状況はあまり変わらず、姉川や高時川の改修だけでは不十分であることをはん濫シミュレーションにより示し、今後は

田川を含む流域での対策の必要性を示した。

・地域の避難及び水防活動を行うにあたっては、姉川や高時川の水位だけでなく田川の水位も注視する必要があることや、内水はん濫の情報を共有するために行政と自治会

とが双方向で情報を交換する体制を整備することが必要との認識で一致した。

・地域は、市から避難勧告が発令されなくても、自ら判断して自主避難ができるよう、避難方法、判断時期や避難経路などを明らかにした「地区別避難計画」を策定するこ

とが必要との認識で一致した。進め方としては、まずモデル地区で検討を進め、その後各自治会に展開させることとした。

・河道内の適正な維持管理を図るため、住民と行政が協働した維持管理が継続して実施出来るよう、河川愛護推進団体の設立が必要であるとの認識で一致した。

・5年間の活動内容をロードマップに示し、WGでの検討内容を「水害に強い地域づくり計画（素案）」としてとりまとめた。

■検討フロー

■今後の展開

・平成 22年度以降は、本ワーキング(水害に強い地域づくり計画策定ＷＧ)にて、虎姫地域の中からモデル地区を設定し、地域別避難計画の作成を行う。

・また、その際に検討を要する問題・課題については、協議を重ね、地域別避難計画に反映を行うとともに、水害に強い地域づくり計画に整理する。
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周りを囲んだり、
すまい方の工夫。

家の敷地を高くしたり、
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道路を少し高くするなど、
あふれた水が住宅地に流れ
込まないようにする工夫。

道路を少し高くするなど、
あふれた水が住宅地に流れ
込まないようにする工夫。

川からあふれ出す
流れを弱める工夫。

川からあふれ出す
流れを弱める工夫。

水がたまりやすい場所に、
危険を知らないままで人が
住まないようにする工夫。

水がたまりやすい場所に、
危険を知らないままで人が
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さまざまな工夫
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起こさせない施策
～川の中の対策～
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～川の中の対策～

樹木伐採など適切
な維持管理

樹木伐採など適切
な維持管理

河川改修

土地利用誘導規制
堤防強化

地区別避難計画の策定
などの地域防災力の向上
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などの地域防災力の向上
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起こさせない施策
～川の中の対策～

樹木伐採など適切
な維持管理

樹木伐採など適切
な維持管理

河川改修

土地利用誘導規制
堤防強化

地区別避難計画の策定
などの地域防災力の向上

地区別避難計画の策定
などの地域防災力の向上

圏域における洪水時の浸水状況の把握

・はん濫シミュレーションによる浸水状況の確認
・水害に強い地域づくり計画の対象地域の選定

計画対象地域の実状の把握

・経験的な危険箇所（河川）の確認
・水害発生時の危険箇所（堤内）の確認
・水位観測所の確認
・避難経路の確認

地域の実状を加味した対応策の検討

・過去の経験や地域の知恵を加えた対応策
・広域避難図上訓練における課題への対応策
・川の中、川の外の対応策

水害に強い地域づくり計画原案の作成

・川の中と外の対策内容
・年度別の実施計画

水害に強い地域づくり計画 ロードマップ
第Ⅱ期 第Ⅲ期 第Ⅳ期

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

■河道改修 行政
具体の改修内容等については、別途「川づくり会議」で議論し
河川整備計画に位置づける

行政 適宜実施 地域の河川愛護活動を支援（階段工の設置、竹木の処分等）

住民 団体設立
河川愛護活動推進団体の設立、活動を継続させるための工夫、
伐竹木の有効活用、堤外民地の適正な維持管理

■堤防補強 行政 調査 適宜実施
姉川、高時川、田川の堤防調査を実施
破堤した場合、人命被害が発生する危険性が高い区間を中心に
堤防強化を行う。

■農地の持つ遊水機能の維持強化 行政・住民 適宜実施
１０年確率降雨による床上浸水被害を回避するため、上流農地
の貯留機能を向上させる対策を、農業者の理解を得ながら検討

■浸水深が深くなる地域の住宅開発の抑制 行政
浸水深が深くなる地域に、無対策のまま居住しないような制度
設計（規制・誘導）を検討

■水害に対する住民の意識啓発

・平素から危険箇所を把握するための工夫 行政・住民
出水期前の危険箇所確認・パトロール
想定される浸水深を明示した看板の設置※県の補助制度を活用

・水害に備える知恵の共有 行政・住民 次世代への体験や知恵の伝承 出前講座・学習会の実施
知恵の伝承については、体験集の発行やカルタの作成など多様
な人々に興味を持ってもらう工夫を行う。

・水防や避難等の訓練 行政・住民
水防訓練や、一斉避難訓練を実施 ※県の補助制度を活用
内水はん濫などの情報を双方向で共有する連絡体制を整備

■地域別の避難計画の作成 （別紙参照） 行政・住民
ＪＲより西側の自治会について地区別避難計画を策定し年１回
訓練を実施 ※県の補助制度を活用

■要支援者の支援体制の確保

・要援護者の把握（位置、援護の必要度の確認） 行政・住民
災害時要援護者名簿の作成・情報共有
地区別避難計画策定にあわせて追加名簿を作成

・避難支援プラン（個別計画）の作成 行政・住民 地区別避難計画検討にあわせて個別計画を議論

・福祉避難所等の設定 行政 民間施設との協定、避難場所での福祉避難室の設置

個別支援計画の作成

福祉避難所の設定

追加調査整理

項目 行動主体
第Ⅰ期（5年間）

■河道内の維持管理

※ふるさとの川づくり協働事業の活用
高時川合流部より上流に向け順次実施

早期に河川整備計画を策定し、順次河道改修工事を実施

調査・検討・実施

調査整理

地域全体として年１回開催

モデル地区での検討

備考

調査・検討・協議

他地区への拡大

パトロール

看板設置

５年間の活動を評
価し、新たな情報
等も活用して、次
の期間の活動内容
を検討

河川整備計画による河道改修効果

（上段：現況、下段：河道改修後）虎姫地区 水害マップ


